
 

 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称

子ども・子育て新システムの構築のための税制上の所要の措置 

（国税：２１）（法人税：義、所得税、登録免許税、相続税、贈与税、

消費税、印紙税、地価税、その他の関連する税目・国税徴収法等） 

（地方税：９）（事業税：義、個人住民税、法人住民税、不動産取得

税、固定資産税、事業所税、その他（都市計画税、特別土地保有税、

地方消費税その他の関連する税目（徴収規定等）） 

【新設・延長・拡充】 

2 要望の内容 ○ 平成 22 年１月 29 日に、関係閣僚を構成員とする「子ども・子育て

新システム検討会議」が設けられ、子ども・子育て新システムの議

論が進められ、同年６月 29 日に、全閣僚で構成する少子化社会対

策会議（会長：内閣総理大臣）において「子ども・子育て新システ

ムの基本制度案要綱」が決定された。 

 

○ 「子ども・子育て新システムの基本制度案要綱」においては、「事

業ごとに所管や制度、財源が様々に分かれている現在の子ども・子

育て支援対策を再編成し、幼保一体化を含め、制度・財源・給付に

ついて、包括的・一元的な制度を構築する」とされており、これを

踏まえ、学校教育法第１条の学校、児童福祉法に基づく児童福祉施

設及び社会福祉法に基づく第２種社会福祉事業に位置付ける方向

で検討している総合施設（仮称）に対して幼稚園・保育所と同等の

税制措置を講ずることや新システムに位置づけられる給付や事業

等について必要となる税制上の所要の措置を講じることを要望す

る。 

 

○ 子ども・子育て新システムの今後の進め方については、「子ども・

子育て新システムに関する中間とりまとめについて」（平成 23 年 7

月 29 日少子化社会対策会議（会長：内閣総理大臣））において、「平

成２３年度中に必要な法制上の措置を講じることとされている税

制抜本改革とともに、早急に所要の法律案を国会に提出する」とさ

れた。 

3 担当部局 担当：政策統括官（共生社会政策担当） 少子化対策担当 

担当参事官 藤原 朋子（内線 44160）    代表 TEL 03-5253-2111 

担当補佐   松川 伸治（内線 44161）    直通 TEL 03-3581-1403 

担当者    塚田 晃成（内線 44158）    F  A  X 03-3581-0992 

4 評価実施時期 － 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 
－ 

6 適用又は延長期間 － 

7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

すべての子どもへの良質な成育環境を保障し、出産・子育て・就労の

希望がかなう社会を実現することが必要であり、子ども・子育てを社

会全体で支援するために、事業ごとに所管や制度、財源が様々に分か

れている現在の子ども・子育て支援対策を再編成し、幼保一体化を含

め、制度・財源・給付について、包括的・一元的な制度を構築する。 

 
 

《政策目的の根拠》 

○平成 22 年１月 29 日に、関係閣僚を構成員とする「子ども・子育て

新システム検討会議」が設置され、子ども・子育て新システムの議

論が進められ、同年６月 29 日に、全閣僚で構成する少子化社会対

策会議（会長：内閣総理大臣）において「子ども・子育て新システ

ムの基本制度案要綱」が決定された。 

 

○「子ども・子育て新システムの基本制度案要綱」においては、「事

業ごとに所管や制度、財源が様々に分かれている現在の子ども・子

育て支援対策を再編成し、幼保一体化を含め、制度・財源・給付に

ついて、包括的・一元的な制度を構築する」とされている。 

 

○子ども・子育て新システムの今後の進め方については、「子ども・

子育て新システムに関する中間とりまとめについて」（平成 23 年 7

月 29 日少子化社会対策会議（会長：内閣総理大臣））において、「平

成２３年度中に必要な法制上の措置を講じることとされている税

制抜本改革とともに、早急に所要の法律案を国会に提出する」とさ

れた。 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

（政策分野）共生社会政策 

 

（政   策）共生社会実現のための施策の推進 

③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

幼保一体化を含む子ども・子育て新システムの構築を進めることに

より、社会全体で子ども・子育てを支える体制を実現する。 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

－ 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

－ 

8 有効性

等 

① 適用数等 － 

② 減収額 － 

③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：－） 

－ 

《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》（分析対象期間：－） 

－ 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》（分析対

象期間：－） 

－ 

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：－） 

－ 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

幼保一体化を含む子ども・子育て新システムの構築を進めることに

より、社会全体で子ども・子育てを支える体制を実現することができ

る。 



 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

 

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

幼保一体化を含む子ども・子育て新システムの構築を進めることに

より、社会全体で子ども・子育てを支える体制を実現することができ

る。 

10 有識者の見解 － 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 
－ 

 

 


